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IT投資・
コスト管理

業務・
ITリレーション

サービス管理

ITアーキテクチャ管理

ソーシング・
スキル管理

ITリスク管理

コントロール

連携

IT
ガバナンス

方針・計画を
提示

整合

情報戦略

活動結果の
評価

レポート

IT
パフォーマンス

評価
IT部門

経営・事業 コーポレートガバナンス経営方針/事業戦略 情報化による貢献度

IT Strategyでは、経営方針や事業戦略と整合した情報戦略の策定から、
情報戦略を推進していくためのITガバナンスなど、

主に企業経営とITとを結ぶ手法やノウハウを提供します。

これら手法・ノウハウを活用することで、経営や事業と整合した情報化運営を、
グローバルを含めた企業グループ全体で実現するとともに、情報化運営の状況や課題、

経営・事業に対する価値貢献を、経営に対して分かりやすく説明することが可能となります。

IT Strategyは、情報戦略、ITガバナンス、ITパフォーマンス評価の
３つのメソドロジから構成されています。

情報戦略・ITガバナンス

IT Strategy
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  今後の事業環境や技術環境の変化を踏まえ、それに適合した情報システムの
 変革の方向性を、明確にすることができます。

情報戦略

  今後の情報化の方向性や制約事項等を、経営や事業部門長に、
 分かりやすく説明できるようになります。

  情報化の重点領域を明確にすることで、情報投資の優先度や順番性を、
 明確にすることができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、経営方針や事業戦略、将来的な情報技術やITサービスの動向などを踏まえ、トップダウンで情報戦略を

策定する手法を提供します。具体的には、経営方針や事業戦略を分析し、情報システムの変革が求められる重点領域をITポ

ートフォリオとして整理します。これを基に、情報システムの将来像をグランドデザインするとともに、実施優先度等を考

慮した上で、中長期的な変革シナリオをITロードマップとして取り纏めます。こうして作成した情報戦略を、事業側と共有

することで、事業の変革と情報システムの変革とを連動させながら、計画的に推進することが可能となります。

イノベーション
（基礎研究、設計・開発）

業務管理
（調達、生産、物流、販売）

顧客管理
（顧客選別、獲得、関係強化）

経営管理
（財務、ガバナンス、リスク管理）

人的資源管理
（人材、組織）

内部プロセスの視点（バリューチェーン） 学習と成長の視点

高収益体質の確立

研究・開発

【凡例】
戦略システム 情報系システム 業務系システム

需給管理

調達管理

生産管理

物流管理

受注管理

調達管理

生産管理

物流管理

調達システムの統合

標準生産管理
システムの展開

共同物流の拡充

人事DB

人事・給与

EIPと
の連動

経理（管理会計）

経理（財務会計）
グローバル
マスタの統合

Eコマース

マーケティング分析

顧客接点管理

顧客管理

SFAの導入顧客接点管理

顧客管理
グローバル
顧客DB統合

マーケティング分析

ソーシャル
マーケティング
シスムの構築

業務改革の推進
ローコストオペレーションの実現 アジア市場の開拓

グループ経営管理体制の強化

グローバル人材育成新興国向け製品開発

パートナー企業

経営管理部門

顧
　客

サ
ポ
ー
ト
部
門見積管理

システム

Web系
システム

コンタクトセンター
システム

管制センター
システム

物流センター
システム

資材
システム

（金融機関）

（＊＊＊）
各システム

▽△▽
各システム

契約管理
システム

取引先管理
システム

引継管理
システム

調達システム

品質管理
システム

工程管理システム
（案件～検収）

検査管理
システム

社内ポータル
システム

情報共有
システム

共有ファイル管理
システム

指示・伝達
システム

職制・権限管理システム
（外注メンバーを含む）

製品カルテ
管理システム

作業予実績管理
システム

各種測定
ツール

サイト情報
管理システム

顧客管理
システム

個別マネジメント
システム

経営マネジメント
システム

人事
システム

会計
システム

収支管理
システム

情報共有基盤DB

外部インタフェースシステム

情
報
共
有
基
盤
Ｄ
Ｂ

債権・債務
システム

製品・商品・部品
マスタ管理システム

営業活動管理
システム

共通システム群

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

販社システムの統合

物流システムの再構築

海外標準システム

DR対応／2センター化

情
報
化
の
重
点
施
策

外部環境

内部環境

グローバル需給調整
システム

業界プラットフォーム
対応
経営情報システムの
構築

グローバルIT
運営体制確立

オフィス環境の
SaaS移行

情報化の重点領域を、システム領域毎の具体的な施策に展

開し、今後のあるべき姿（To-Be像）を整理するテンプレ

ート

施策の優先度や順番性、期限等を踏まえ、各施策を５ヵ年

程度のロードマップとして整理するテンプレート

グランドデザイン ITロードマップ

（活用する代表的な手法）

経営方針や事業戦略、重点的な経営・事

業課題、現状の情報システムを紐付けて

整理し、今後の情報化の重点領域を抽出

する手法

ITポートフォリオ
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ITガバナンス

  自社に適したITガバナンス方針、及び 具体的な施策が明確になります。

  各組織の責任・権限が明確となり、情報戦略を推進する態勢を確立することができます。

  国内グループ会社、海外グループ会社を含めた、IT組織間の連携を強化することができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、情報戦略を企業内、又は グループ・グローバル規模で推進していくためのITガバナンスの仕組を提供

します。具体的には、情報化運営に関わるITガバナンス領域を、情報戦略、カネ、モノ、ヒト、リスクの5つに分類し、領

域毎に推奨される統制レベルと具体的なITガバナンス施策等を提供します。ITガバナンスは、企業の組織形態や企業統治ス

タイル（コーポレートガバナンス）を踏まえて設計を行うことが肝要です。本メソドロジを活用することで、集中IT組織や

連邦型IT組織、グローバルヘッドクォーター（GHQ）とリージョナルヘッドクォーター（RHQ）といった、水平・垂直での

機能や責任・権限の集中・分散を考慮した、最適なITガバナンスを設計・推進することが可能となります。

グループ会社を複数のカテゴリに分類し、各カテゴリの企業に対するITガバナンスポリシーを設定する手法

IT マネジメント対象領域 施策集

ITマネジメント体制
機能配置 グループ企業間のレポートラインの整理、情報子会社の位置付けの明確化
会議体運営 グループ全体での IT 部門会議体の設置と運営

情報化戦略 中長期戦略立案
グループ経営戦略に基づく、グループ全体での IT 戦略・中期計画の立案
システムの共通化・標準化などの施策の立案

カネ IT予算・ITコスト
予算編成 グループ全体での IT 予算統制と把握
投資管理 グループ本社による投資決裁、重複投資案件の調整
コスト管理 グループ全体でのコスト低減活動の推進、定期コスト評価の実施

モノ

ITアーキテクチャー
基盤標準 ネットワーク・メールなどの共通基盤の整備、共通・標準システムの整備・展開

採用製品・技術管理 標準技術・製品の選定とガイドライン整備と遵守指導

IT プロジェクト・品質
プロジェクト評価 プロジェクト評価ガイドラインの整備・提供、プロジェクトアセスメント支援
生産性・品質管理 生産性・品質向上ノウハウのグループ展開、生産性・品質指標値の収集と共有

IT 開発支援
開発手法標準 標準開発手法の整備、ガイドライン提供と遵守指導
ノウハウ共有 定期情報交換会の設定、情報共有ＨＰ等の設置、人の派遣・出向

対外管理
ベンダー管理 利用ベンダーの可視化、標準システム導入に伴うベンダー統制
調達基準 調達基準の整備・遵守指導、グループ全体での集中購買

ヒト IT人材マネジメント
人材管理 グループに散在する IT 人材の可視化（IT 人材管理DB）
人材育成 グループ間での IT 人材交流、IT 人材の育成体系整備

リスク IT リスクマネジメント

ポリシー、
ガイドライン セキュリティポリシー、ガイドラインの整備・遵守指導

内部監査 システム監査方針・項目の明確化、監査結果の把握・改善指導
災害対策 災害時復旧計画、体制の整備・遵守指導

必
要
性

実現性
高い

【「必要性」を高める要素】
・中核事業との関連性が強い
・出資比率が高い
・企業規模が大きい
・事業のIT依存度が強い
・個人情報保護の対応が必要
・関連規制・監督官庁がある　など
【「実現性」を高める要素】
・企業の自立性が低い
・IT専任組織・要員がいる
・組織風土が類似している
・地理的に近い
・リテラシが高い
・固有の規制が無い　など

カテゴリ分類の例

グループ
本社

高い

カテゴリ１
一体的運営

カテゴリ２
情報化の支援

カテゴリ３
経済性の追求

カテゴリ４
リスク統制のみ

情報化戦略

グループ
本社

カネ

モノ

ヒト

リスク

カテゴリ1 カテゴリ2 カテゴリ3 カテゴリ4

個別 個別
個別グループ本社が

グループ情報戦略を策定

共通方針

グループ本社にてIT投資・IT資産を一元管理
各社へはサービス利用料として課金

基準統一・定期報告

共通方針・定期報告

組織を一体化
OFF-JTプログラムの共通化

グループ共通情報セキュリティ方針・ガイドライン

グループ本社による定期監査

個別

個別

個別

個別 個別

個別 個別

個別 個別

個別 個別

グループ本社にて標準アーキテクチャを整備
プロジェクトも一元的に管理

グループ会社に対するITガバナンスポリシー設定手法

情報戦略、カネ、モノ、ヒ

ト、リスクの５つのITガバ

ナンス管理領域毎に、具体

的なITガバナンスの強化策

を取り纏めた施策集

ITガバナンス
体系と施策集

（活用する代表的な手法）
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ITパフォーマンス評価

  情報部門・情報システム資産が、経営・事業にどう価値貢献をしているかを
 可視化することができます。

  情報部門の重点活動領域、及び 定量的な目標値を明確にでき、
 継続的な改善が可能となります。

  経営者や事業部門とのコミュニケーションツールとして活用することできます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、情報部門・情報システム資産の企業経営に対する価値貢献を評価する手法を提供します。具体的には、

バランスド・スコア・カードの考え方を適用し、情報部門・情報システム資産の価値を多角的に評価するIT戦略マップや、

評価に用いる代表的なパフォーマンス指標（KPI）を提供します。これら評価結果と他の情報化運営の状況とをあわせてIT

白書に取り纏め、定期的に経営報告することで、経営者のITに対する理解を高めることが可能となります。

経営
ビジョン
・

経営計画

財務
・
顧客

プロセス
・
学習

システム

経費投資

効果

①○○事業へ戦略的に資源投下　　②○○事業での新価値提案の実現　　③構造改革を推進、価値創造経営への変革
経営ビジョン

経営目標
コスト削減新たな付加価値の創出 財務体質の強化 生産性の向上

間接要員削減財務体質の強化調達コスト削減生産コスト削減キメ細やかな顧客対応在庫コスト削減物流コスト削減受注サービスの拡充

・受注能力の増強
・受注業務の効率化

既存IT経費　○○○○万円
新規IT投資　○○○○万円

既存IT経費　○○○○万円
新規IT投資　○○○○万円

既存IT経費　○○○○万円
新規IT投資　○○○○万円

既存IT経費　○○○○万円
新規IT投資　○○○○万円

既存IT経費　○○○○万円
新規IT投資　○○○○万円

既存IT経費　○○○○万円
新規IT投資　○○○○万円

既存IT経費　○○○○万円
新規IT投資　○○○○万円

既存IT経費　○○○○万円
新規IT投資　○○○○万円

・物流コストの削減 ・在庫コストの削減 ・顧客サービス向上 ・生産コストの削減
・リードタイム短縮

・調達コストの削減 ・四半期決算の実現 ・間接要員の削減

受注システム
・受注・売上
・受注EDI
（業界EDI対応）
・24時間受付け

物流システム
・物流
・物流EDI
・運賃計画

在庫システム
・製品在庫
・需要予測
・在庫計画

販売システム
・マーケット情報蓄積
・顧客への情報提供
・詳細販売計画
・リアル販売実績

生産システム
・原料在庫
・生産計画
・製造原価

発注・購買システム
・一般発注
・購買管理
・発注量算出
・発注EDI
（自動発注／受入）
・原料価格検索

経理システム
・財務会計
・管理会計
・連結決算
・原価管理
・グループ
会計業務統合

人事システム
・給与勤怠
・人事情報
・グループ適材適所計画
・グループ
最適人員配置計画
・グループ人事業務統合

24時間受注体制の確立
・受け付けルール
・欠品対応方法　等

受注の集約
・日本国内受注の集約化
・受注センターの
アウトソーシング
・グローバル受注の集約化
・受注センターの
アウトソーシング

物流管理体制の確立
・物流品質・コスト
のレビュー
・物流品質・コスト
改善策の実施

在庫管理体制の確立
・販売・受注・生産の
統制部門の明確化
・受注・見込生産別
予測手順の確立

新たな目標・業績管理
・販売結果に加え
販売プロセスの
目標管理
　 ―担当顧客数
　 ―訪問状況など

生産管理体制の強化
・コスト分析の
定期レビュー
・コスト削減施策の
実施

調達業務の見直し
・品質・価格の
定期レビュー
・品質・価格改善策の
共同検討・実施
・提案受入の
オープン化

事務作業のシェアードサービス化
・経理・人事業務担当の集約
・経理・人事業務のアウトソーシング
（シェアードサービス化）

情報活用体制確立
・情報蓄積の推進
・顧客提供情報の定型化
・情報活用支援組織強化
・全社員向け情報活用
e-ラーニングの実施

定型的調達業務の自動化
・発注業務の自動化
・検品業務の簡略化
・経理業務の簡素化

経理業務のピュア化
・連結決算の標準化
・各社会計業務の
標準化
・原価管理業務の
標準化

人事管理業務のピュア化
・給与体系の簡素化
・グループ人事
管理業務の標準化

IT白書（目次案）

1． はじめに／位置づけ／目的
2． 主なトピック
　　　・  外部環境（IT、関連法制度、消費、等）

変化に見られる特徴
　　　・  社内環境変化に見られる特徴　等
3． IT部門の実施施策
　　　・  IT部門の活動状況
4． システム整備の状況
　　　・  情報システムの現状
　　　・  情報システムの稼動状況
5． IT投資・コストの状況
　　　・  情報システム関連費用の状況
　　　・  主要費目毎の合計金額の推移、
　　　　主要システム毎の費用の推移　等

6． IT運営の体制
　　　・  システム部門の組織図、システム子

会社／協力会社の体制図　等
　　　・  自社要員・他社要員数と要員数の変

化　等
7． ITマネジメントの状況
　　　・  各種ルールや手順整備への
　　　　取組み状況　等
8． IT人材育成の状況
　　　・  教育活動の現状
　　　・  システム利用の現状
9． その他特記事項
　　　・  セキュリティの状況
　　　・  内部統制の状況　等

バランスド・スコア・カー

ドの考え方に基づき、情報

部門・情報資産のパフォー

マンスを評価する手法と代

表的な評価指標（KPI）

IT戦略マップ

情報部門の運営状況や情報システ

ム資産の状況を可視化し、経営者

や事業部門にも分かりやすく説明

する手法

IT白書

（活用する代表的な手法）
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情報戦略・
ITガバナンス
情報戦略・
ITガバナンス

業務・
ITリレーション

業務・
ITリレーション

IT投資管理 ITコスト管理 IT資産管理

サービス管理サービス管理

Value Managementでは、IT投資・ITコスト・IT資産の３つの視点から、
情報化の価値を管理・統制する手法やノウハウを提供します。

これら手法・ノウハウを活用することで、付加価値の低いIT投資やIT資産を排除し、
ITコストを適正化させることが可能となります。

Value Managementは、IT投資管理、ITコスト管理、IT資産管理の
３つのメソドロジから構成されています。

IT投資管理・コスト管理

Value Management
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IT投資管理

 情報戦略に基づき、情報化の重点領域に優先的にIT投資を配分することができます。

利点・期待効果

高

高

低
低 成功確率

ビ
ジ
ネ
ス
価
値

円の大きさ：投資額

本メソドロジでは、情報戦略を踏まえた、IT投資の意思決定や管理に関わる方法論を提供します。具体的には、個別のIT投

資案件の効果を多角的に評価するIT投資評価、及び全てのIT投資案件を一元的に把握し、IT投資の配分や優先度の見直しを

図るIT投資ポートフォリオ管理の手法を提供します。IT投資を適切にコントロールすることで、IT投資の効果を最大化する

ことが可能となります。

全てのIT投資案件を一元的に把握し、IT予算の配

分やIT投資の実施状況を可視的に管理する手法

IT投資ポートフォリオ管理

投資タイプ 概要 特徴 投資リスク 評価方法

業務
効率化

トランザクション
処理、自動化

コスト低減、生産
性向上に直結 低

効果を金額換算し、ROI や
回収期間法等の経済性評価
指標で評価

情報活用、
戦略的

ビジネスを支援す
るための情報の提
供、ビジネスの創
出

成功すれば売上増
大・競争優位につ
ながるが、目覚し
い効果を上げられ
るのはごく一部

高
定性的な目標をKPIに置き換
え、各KPIに数値目標を設定
各KPIの実績値を定期的にモ
ニタリングして効果を把握

基盤関連
業務の基礎、IT 機
能の共有化・標準
化の基礎

必須の場合が多い、
技術動向の将来見
通しを立てるのが
難しい

中
費用対売上高、費用／人月
等の目標値を設定して実績
を評価

情
報
活
用

業務効率化

基盤関連

情
報
活
用

業務効率化

基盤関連

情
報
活
用

業務効率化

基盤関連

戦
略
的

情
報
活
用

業務効率化

基盤関連

情
報
活
用

業務効率化

基盤関連

戦
略
的

IT投資のタイプに応じた適切な投資効果指標を設定し、IT投資の妥当性・実現性を評価する手法

個別IT投資案件の評価

 不要・不急な案件や、投資効果が曖昧な案件を中止するなど、
　 IT投資の妥当性・納得性を向上させることができます。

 IT投資の必要性や効果を、意思決定者に分かりやすく説明することができます。

（活用する代表的な手法）
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ITコスト管理

  ITコストを正確、且つ継続的に把握することができ、ステークホルダーへの説明責任を
　向上させることができます。

利点・期待効果

  経年推移や他社とのベンチマークを通じて、常にITコストの妥当性を検証することが
　可能となり、ITコスト適正化に向けた活動を促進することができます。 

  事業部門やグループ会社におけるITコストへの意識を高めることができます。

事業部A

事業部B

事業部C

費用科目別コスト システム別コスト

事業部門が
認識できる
ITサービスを設定、
インフラなどの
共通コストを
各ITサービスへ
配布

システム別に
ITコストを分解

ITサービス料金単価 コスト配賦

各
I
T
サ
ー
ビ
ス
料
金
に
数
量
を
掛
け
、
サ
ー
ビ
ス
料
金
を
算
出

…
…
…

…
…
…

共
通
コ
ス
ト

各
サ
ー
ビ
ス
へ
配
賦

事業部門が
認識できる
ITサービスを設定、
インフラなどの
共通コストを
各ITサービスへ
配布

システム別に
ITコストを分解

…
…
…

共
通
コ
ス
ト

各
サ
ー
ビ
ス
へ
配
賦

○○システム

○○システム

○○システム

営業システムサービス

物流システムサービス

ERPサービス

社内コミュニケーション
サービス

デスクトップサービス

セキュリティサービス

通信・ネットワークサービス

一般管理系

その他

ERP／イントラ

共通システム

データセンター／
オペレーション

通信・ネットワーク等

その他設備
ネットワーク機器

オペ・監視
ヘルプデスク

プリント、配送、
消耗品など

データセンタ

ソフトウェア

維持・
運用費

リース費
保守費

維持管理
（アプリ・インフラ）

ハードウェア
（ホスト・サーバ）

パソコン

全体管理（ITガバナンス）、その他

通信費（回線使用量）

本メソドロジでは、全社のITコストを正確に把握し、様々な視点から多角的に分析する手法を提供します。具体的には、シ

ステム別・目的別・利用部門別といった視点でのITコストの分類方法や、原単位当たりでのITコストの分析方法を提供します。

多角的なITコストの分析に基づき、ITコストの適正化に向けた改善ポイントやコスト削減施策を立案することが可能となり

ます。また、これらITコスト分析を通じて、事業部門やグループ会社に対し、受益者負担の原則に基づく、適切なITコスト

課金を行うことが可能となります。

過剰な仕様・保守契約、及び調達時の交渉不足
過剰な仕様・保守契約、及び調達時の交渉不足
不明 PC・未使用 PCの増加、増移設・撤去に伴うリース解約の遅れ
PC管理における自動化の遅れ（ソフトウェア配布、イベントリ収集など）

運用自動化への対応遅れ
システム毎に最適化された運用方式・管理ツールの乱立（運用考慮の不足）

過剰な仕様・保守契約、及び調達時の交渉不足
過剰な回線容量、単価の高い旧サービスの継続利用

情報散在・未取得などによる、社内資料の作業効率低下
プロセス未整備による非効率な運営

過剰なソフトウェア保守契約、及び調達時の交渉不足
オープンソース活用への取組みの遅れ
過剰スペック（高機能・高価格）のソフトウェアの選択

ユーザ部門とのサービスレベル合意（SLA）無きままに、全ての案件に特急対応
（リソース平準化が進まず、ピーク対応可能な要員を固定化）

障害・問合せ多発（●件／月）による、維持管理要員の長期固定化
ソフトウェアの再利用に対する意識不足（スピード重視で部品化等の遅れ）
ハード・ウェアの乱立（台数・種類）による、インフラ維持効率の低下
システムの肥大化・複雑化（過去●年で●倍）による、アプリ維持効率の低下 ユーザー部門への

牽制力強化

IT企画人材の
育成

維持案件コントロール
によるリソース平準化

不良システムの
除去

サービスレベルの
適正化

プロジェクト管理・
品質管理力の強化

業務プロセスの
手順化・自動化

障害・問合せ、
臨時作業の削減

保守契約の適正化

オープンソースなど安価な
製品・サービス活用促進

インフラ・運用の標準化
ホストマイグレーション

ITコストコントロールの
強化

過剰なハードウェア仕様・保守契約、及び調達時の交渉不足
統合サーバ環境の遵守徹底不足による例外の多発
割高なホストコンピューターの継続使用、統合サーバ環境整備の遅れ

ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
（
I
T
部
門
の
位
置
づ
け
見
直
し
）

ボ
ト
ム
ア
ッ
プ（
I
T
部
門
に
て
対
応
可
能
）

消耗品の未管理（全て事後対認）
使途不明、又は不要な帳票の出力・配送、及び電子化への対応の遅れ
過剰なデータセンター設備
機器台数・ラックの増加に伴う賃借スペースの拡大

通信費（回線使用量）

維持・
運用費

リース費
保守費

コスト分類 コスト高の要因 コスト削減施策（例）

その他設備
ネットワーク機器

オペ・監視
ヘルプデスク

プリント、配送、
消耗品など

データセンタ

ソフトウェア

維持管理
（アプリ・インフラ）

ハードウェア
（ホスト・サーバ）

パソコン

全体管理（ITガバナンス）、その他

受益者負担の原則に基づ

いてITコストを分解し、

利用量やユーザ数などに

応じて、適切なITコスト

を各ユーザ部門に課金す

る手法

システム別、目的別、勘定科目別、

利用部門別など、多角的な視点から

ITコストを管理・分析する手法（NRI

のベンチマークデータを用いること

で、ITコストの妥当性を評価するこ

とも可能）

ITコスト分類と
コスト分析の視点

ITコスト
課金

（活用する代表的な手法）
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IT資産管理

 現有の情報システム資産の健全性を可視化することができます。

利点・期待効果

 事業貢献度が低い不良資産を特定し、情報システム資産の健全性を維持することができます。

   効率性の低下した老朽資産を特定し、情報システムのモダナイゼーションの必要性を
　判断することが可能となります。
 （モダナイゼーション：システム基盤・アプリケーションの最適化・近代化を行う手法）

評価軸 パラメータ（例）

システム
老朽度

システム老朽度
古ぼけていないか？

利用している技術・製品の状況
残存償却額
初期整備後経過年数

運用コスト
お金のかかり方はどうか？

年間総ランニングコスト
今年度コスト／前年度コスト

運用負荷
業務への負荷はどうか？

システム複雑度（システム複雑度分析により）
障害発生度（問い合わせ件数、改修件数、など）
改修効率　（例：１改修案件あたり工数・期間推移）

業務
貢献度

業務に対する貢献度
役に立っているか？

期待効果（人員削減、生産性向上、売上上昇などのKPI）の達成状況
今後の環境変化への柔軟な対応
ユーザ満足度

利用状況
使われているか？

システム利用者の推移
利用時間、アクセス件数の推移

機能充足度
追加開発の状況は？

追加開発・メンテ件数〔少〕
累積追加投資額〔少〕
改修効率　（例：１改修案件あたり工数・期間推移）[ 少 ]

業
務
貢
献
度

高

低
老朽

廃棄 システム老朽度

［衰退期］
投資凍結
又は廃棄

［導入期～拡張期］
機能改善又は
リソース拡大投資

［安定期］
現状維持

［成熟期］
モダナイゼーションの
必要性判断

最新

本メソドロジでは、情報システムの資産評価の一つの手法として、情報システムのライフステージを評価する手法を提供し

ます。具体的には、事業貢献度や技術老朽化度等の軸を用いて情報システムを評価し、資産の健全性を評価する手法を提供

します。情報システムのライフステージを正確に把握することで、情報システムの再構築や廃棄の要否や、今後のIT投資方

針を明確にすることが可能となります。
※ 本IT資産管理は、財務的な資産価値評価ではありません

ITライフステージ評価
情報システムのライフステージを、事業貢献度と技術老朽化

度の２軸を用いて評価し、情報システムの再構築や廃棄の要

否、今後のIT投資方針を決定する手法

（活用する代表的な手法）
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情報戦略・
ITガバナンス

IT投資・
コスト管理

サービス管理

業種別・機能別
ベスト

プラクティス
超上流工程
プロセス標準

調達
（RFI/RFP）

Business-IT Relationshipでは、事業部門と情報部門とが一体となって推進する、
業務改革、及びシステム化の企画・計画に関わる手法・ノウハウを提供します。

これら手法・ノウハウを活用することで、業務課題に即した最適な業務改革・
システム化の計画が策定できるとともに、それを実現する最適なソリューションや

パートナーを選択することが可能となります。

Business-IT Relationshipは、業種別・機能別ベストプラクティス、超上流工程プロセス標準、
調達の３つのメソドロジから構成されています。

業務・ITリレーション

Business-IT Relationship
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業種別・機能別
ベストプラクティス

　  ベストプラクティスを適用することで、短期間で効果の高いIT活用を
 実現することができます。

　  狭義かつ小規模な改善にとどまらず、業務領域横断で、抜本的な業務改革を
 推進することができます。

　  あらかじめソリューションを見据えた検討を行うことで、実現性の高い業務改革、
 及びシステム化を実現することができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、業種別・機能別に、業務プロセスと情報システムのベストプラクティスをあわせて提供します。本メソ

ドロジは、NRIの経営コンサルティング部門、ソリューション部門、及び システムコンサルティング部門が保有する手法・

ノウハウを組み合わせて提供します。

全社

素材・化学 電機・自動車 消費財 建設・不動産・
住宅

流通・
サービス 銀行 証券 生保・損保

本社・
間接部門

マーケティング・
販売

調達・製造

全社業務改革・カイゼン活動

経営統合（ＰＭＩ）

ワークスタイル変革

本社・間接業務改革／経営管理／管理会計

業務・システム統合

営業・チャネル改革

カスタマー・リレーションシップ・マネジメント（ＣＲＭ）

調達・購買改革

本社・間接業務改革／経営管理／管理会計

業務・システム統合

（
金
融
業
向
け
）

グローバルサプライチェーン改革

業種

機能

業種別・機能別の業務改革テーマ

（活用する代表的な手法）
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超上流工程プロセス標準

　   超上流工程における業務面、システム面での検討の抜け漏れを防止し、
 設計・開発工程への円滑な引き継ぎと、設計・開発工程での手戻りを抑制します。

　  開発コストや開発期間など、精度の高いシステム化計画をもとに、適切な意思決定ができます。

　  標準化されたプロセス・成果物を利用することで、超上流工程にかかるコストと期間を
 抑制することができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、現状把握から業務分析、全体プランの作成・評価まで、いわゆる超上流工程における、標準的なプロセ

スや成果物サンプル、及び 検討推進上のノウハウを提供します。多くのシステム開発のトラブルは、超上流工程での検討

の漏れや、関係者間での共通認識の甘さに起因していると言われています。超上流工程での検討内容やレビュー・承認を含

めたプロセスを標準化しておくことで、システム開発自体の品質を高めることが可能となります。

方向性の確認

リスクと残課題の
整理

成果物の
品質確認

プロジェクトの
背景と目的の確認

業務関連資料の
収集

組織別業務
機能の把握

新業務イメージの
策定

新インフラ要件
概要の整理

重点課題の設定
業務量の把握

パッケージ調査

システムアーキテクチャ、
開発技術調査

セキュリティ、
運用技術調査

外部サービス
利用動向調査

システム関連
資料の収集 データ配置の整理

システム間データ
フローの把握

システム機能の
利用状況把握 システム費用の

把握現行システム
規模・費用の試算

システム機能の
把握

IT 関連規準類の
把握

H/W,S/W,N/W,
ツール動向調査

システム化マイル
ストーンの設定

期待効果の確認

プロジェクトの
スコープの確認

システム化構想
WBSの作成

システム化構想
推進体制の立案

コミュニケーション
計画の立案

システム化構想
スケジュールの立案

プロジェクト計画 戦略から得られる課題の整理

業務プロセスの現状把握・問題点整理

課題分析

技術動向調査

システムの現状把握・問題点整理

改革コンセプトの
具体化

新システム
イメージの作成

全体スケジュールの
立案

システム実現方法の
検討

システム化構想の
評価

シ
ス
テ
ム
化
計
画
の
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

（
シ
ス
テ
ム
化
計
画
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
タ
ス
ク
参
照
）

プロジェクト計画 現状把握・技術動向調査

■ アプリ系タスク【凡例】システム化構想工程小分類（タスクマップ） ■ インフラ系タスク ■ アプリ×インフラ系タスク ■ 計画系タスク
全体プラン作成　評価・レビュー課題分析

コンセプト・イメージ作成

新システム
イメージの作成

ビジネスモデルの
把握

業務機能・
フローの把握

システム全体の
把握

データモデルの
把握

H/W,S/W構成、
処理方式の把握

技術動向調査
範囲の特定

業務・IT施策の
検討

改革コンセプトの
設定

根本原因分析改革目標の抽出経営課題の把握
効果測定方法の

検討

システム化費用の
試算

システム
問題点の整理

業務プロセス
問題点の整理業務・システムの

相関分析

プロセス編

システム化構想工程

プロセスチャート

タスク説明書

成果物説明書

成果物サンプル

システム化計画工程

要件定義工程

実施手法編

現状可視化手法

課題分析手法

上流での見積り手法

現状把握から業務分析、全体プランの作成・

評価まで、NRIが実際のコンサルティング活

動にて利用している標準プロセス体系、成果

物サンプルなど

NRI超上流工程
プロセス標準

（活用する代表的な手法）
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調達（RFI/RFP）

　  網羅性の高い標準成果物を活用することで、委託先とのコミュニケーションロスを防ぎ、
　品質・実現性の高い提案を受けることができます。

　  提案依頼先からの見積もりや条件交渉において、抜け漏れのない対応ができます。

　  実践的な交渉戦術を活用することで、有利な契約条件を獲得することができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、情報システムや情報通信機器、ITサービス等の最適な調達を実現する手法を提供します。具体的には、

RFI/RFPなど、調達時における標準的なプロセス、成果物、及び 提案評価や委託先選定、条件交渉等に関する実践的なノウ

ハウを提供します。調達する対象物や調達タイプ（随意、入札等）に応じた適切な調達手法を用いることで、最適なソリュ

ーション、及びパートナーを選択することが可能となります。
RFI：Request for Informationの略、情報提供依頼　　RFP：Request for Proposalの略、提案依頼

必須項目

業務・機能
提案要請で求めたXXXに関する業務要件につ
いて、実現内容、対応内容が明記されている
こと（例：デイリーXX、同時販売数30　など）

インフラ

提案要請で求めた要件を実現するための、シ
ステムとしての対応方法や処理方式が明記さ
れていること
（例：２センターの稼動方式、XX申込のター
ンアラウンドタイムX秒　など）

移行方式

現行システムから新システムへの移行、新旧
システムの並行稼動について、要件を実現す
る対応内容や処理方式が明記されていること
（例　同一XXの新旧ｼｽﾃﾑでの二重支払いを回
避　など）

インテグレー
ション

・  現行業者や端末業者を含めて、全体的な統
括、管理能力などの要件を実現する、対応
内容や方式が明記されていること

・  体制・スケジュールが妥当であるか、全体
を取りまとめ開発、保守、運用を推進する
意思が明確か、能力があるか

提案書の
記載内容

システム更改提案要請書「記載依頼事項」で
指定した内容が提案書に記述されているかに
ついて、充足度合いを確認する

加点項目

拡張性 新XXの展開や事業規模の拡大に対応して、シ
ステムを柔軟に拡張できるか

可用性
大災害で運用センターが被災したり、システ
ム障害が発生した場合の対応内容、そのよう
な場合にシステムサービスをいかに継続でき
るか

計画・管理力 システム開発プロジェクトの管理能力や、シ
ステム稼動後の運営能力が優れているか

保守性

・  XX の変更を行なう場合に、保守容易性をど
れだけ確保しているか

・  標準的なソフトウェア製品をできるだけ使っ
ているか

・  ソフトウェア製品に不具合が発生した場合
に、迅速な保守サポートが可能か

実績 提案内容と同等のシステムについて、構築・
運用実績があるか

セキュリティ セキュリティ面からみて、データの改ざん防
止、偽造対策等が優れているか

具体性
提案内容について、業務運用の検討、全体の
統括管理、システムの性能評価等について、
どこまで深く実現性を検討しているか

追加提案内容 提案要請で求めた必須項目以外に、優れた追
加的な提案をおこなっているか

情報提供依頼/提案依頼と要求仕様書、Ｑ＆Ａシート、提案

書の目次案、見積定型フォーマットなど、委託候補先へ提示

するRFI/RFPに関するテンプレート集
１.　はじめに
２.　プロジェクトの概要
　２.１.　背景と目的
　２.２.　プロジェクトの基本方針
　２.３.　スケジュール
　２.４.　当社側体制
　２.５.　他プロジェクトとの関係
３.　提案依頼内容
　３.１.　基本方針
　３.２.　提案の範囲
　３.３.　納期及びスケジュール
　３.４.　開発体制、運用体制
　３.５.　開発手法・プロジェクト管理
　３.６.　リスク一覧
　３.７.　システム構成
　３.８.　セキュリティ対策
　３.９.　移行切替方式

［別紙 -1］要求仕様詳細

［別紙 -２］提案要求事項適合表

［別紙 -３］工数・費用見積一覧表

　３.10.　運用・保守方式
　３.11.　貴社の専門性
　３.12.　契約条件
　３.13.　工数及び費用見積り
　３.14.　当社への依頼事項
　３.15.　その他
４.　事務関連事項
　４.１.　提案スケジュール
　４.２.　質問受付及び質問回答
　４.３.　提案書提出
　４.４.　提案プレゼンテーション
　４.５.　機密保持契約
　４.６.　提案に関する前提事項
　４.７.　選定連絡
　４.８.　当社連絡先
　４.９.　契約条件

提案依頼書（目次）

RFI/RFPテンプレート集

委託候補先から提示された

提案書を、「必須項目」と「加

点項目」とに分類し、スコ

ア方式で評価する手法

提案評価項目

（活用する代表的な手法）
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Value Management

業務・
ITリレーション

ITアーキテクチャ
管理

品質管理システム（QMS）

プロジェクト
管理標準

エンハンス
業務標準

ITサービス
管理標準

開発プロセス
標準

Service Managementでは、システム開発やシステム保守・運用など、
ITサービス管理における標準的なルールやプロセス、ツール等に関わる手法・ノウハウを提供します。

これら手法・ノウハウを活用することで、ITサービス管理に関わる業務の標準化が進み、
ITサービスの品質・生産性を大幅に向上することが可能となります。

Service Managementは、品質管理システム、開発プロセス標準、プロジェクト管理標準、
エンハンス業務標準、ITサービス管理標準の５つから構成されています。

サービス管理

Service Management
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品質管理システム（QMS）

 体系的な品質管理システムを短期間で導入することができます。

 組織的な品質管理活動を通じて、システム品質を向上させることができます。

 定量的な品質基準を用いることで、品質の妥当性を客観的に判断することができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、ISO9001をベースとしたシステム開発・保守・運用における、総合的な品質管理システムを提供します。

具体的には、品質管理に関わるルール、プロセス、役割・体制といった業務基準や、バグ密度やテスト密度、平均開発期間

といった定量的な判断基準など、NRI社内で実践している品質管理をベースに必要な手法やノウハウを提供します。品質管

理システムのPDCAサイクルを実践することで、システム開発、保守・運用における品質を継続的に改善することが可能と

なります。

ＮＲＩ－ＱＭＳの品質計画 ・品質計画の内容確認　・品質方針の見直し　・プロセスの見直し

ＮＲＩ－ＱＭＳに則した活動

設計／開発プロセス リリース判定   

ＮＲＩ－ＱＭＳの改善　　　 ・NRI-QMSの改善　・経営資源割振りの見直し 

ＮＲＩ－ＱＭＳの効果の確認　 ・品質計画に対する達成状況確認　・品質内部監査　・定期審査　・QMS全体での効果確認 

総合テスト開発・テスト開発・テスト概要／基本／
詳細設計

システム化
計画

●会議体による品質評価（システム開発会議、部門設計会議）
●プロセス及び各種手順の提供

CHECK
・プロジェクトリスク
　の監視
・プロセス目標の達成
　状況

PLAN
・本部の品質計画
・プロセス目標値設定
・プロセスの再設

ACT
・プロセス改善案の検討
・是正・予防計画の立案
・プロセス目標の見直し

ＤＯ
・設計・開発
・監視項目の測定

プロセスの品質改善サイクル

品質向上

エンハンスプロセス
保守／監視設計・開発・テスト調査・見積もり

●会議体による品質評価
●エンハンスＫＰＩの導入／測定／評価

CHECK
・保守におけるリスク
　監視
・目標の達成状況

PLAN
・本部の品質計画
・プロセス目標値設定
・プロセスの再設計

ACT
・プロセス改善案の検討
・是正・予防計画の立案
・プロセス目標の見直し

ＤＯ
・開発・保守・監視
・監視項目の測定

リリース

●システムリリース会議
●運用標準化・自動化を前提
　とした運用設計

べき・べからず集
（運用設計標準）

マネジメント基盤

SLA

プロセスの品質改善サイクル

品質向上

ＮＲＩ－ＱＭＳ
全体の改善サイクル

・サービス変化への対応
・システムおよび IT
　技術環境変化への対応

成果物

全社
レビュー

プロジェクト
計画書

概　要
設計書

詳　細
設計書

基　本
設計書

標準化
規定書

開　発
仕様書

単体テスト
仕様書報告書

ソフトウェア

リリース
計画書

プロジェクト
完了報告書

連結テスト
計画書

連結テスト
報告書

ソフトウェア

総合テスト
計画書

総合テスト
報告書

ソフトウェア

システム
開発会議

システム
開発会議

システム
開発会議

（プロジェクト
　　報告会議）

システム
開発会議

システム
リリース会議

部内
レビュー

本部設計会議 本部設計会議 本部設計会議本部設計会議 本部設計会議本部設計会議 プロジェクト
完了レビュー本部設計会議 リリース計画

レビュー

ユーザ受入
テスト計画書

ユーザ受入
テスト報告書

ソフトウェア

工　程 移行・切替ユーザ受入
テスト総合テスト連結テスト連結テスト開発・テスト開発・テスト詳細設計基本設計概要設計システム化

計画

プロジェクト
管理

（実行・進捗）

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

テスト・障害密度
障害収束グラフ

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

テスト・障害密度
障害収束グラフ

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

テスト・障害密度
障害収束グラフ

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

スケジュール
課題管理表
レビュー証跡

品質管理システムの全体像

を提供

NRI-QMSの
全体体系

規模やリスク度合いに応じ

た階層的な品質レビューを

通じ、システム開発品質を

組織的に保証する手法

品質レビュー
制度

（活用する代表的な手法）



サービス管理
Service Management

16

開発プロセス標準

  プロセスや成果物等を標準化することで、検討の抜け漏れを防止し、開発担当者による
 開発品質のバラツキを抑制することができます。

  成果物の構成や内容が標準化されることで、第三者によるレビューの品質を
 向上させることができます。

  開発業務の属人性が解消され、要員の流動性向上や協力会社の集約による
 コスト削減ができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、システム設計・開発に関わる各種標準を提供します。具体的には、システム設計、プログラミング、テ

スト、リリースにおける標準的なプロセスやテンプレート、成果物サンプル、及び NRIが培ってきたシステム設計・開発に

関わる実践的なノウハウを提供します。 システム開発の規模や特徴等を踏まえ、これら開発プロセス標準を適用することで、

システム設計・開発の品質向上・均質化が可能となります。

標準フレームワーク全体図 アクティビティ定義書 ドキュメント体系 生産技術ライブラリ

ＮＲＩ標準フレームワーク

標準フレームワーク全体図
システム化
計画

概要
設計

基本
設計

連結
テスト

総合
テスト

ユーザ
受入テスト

移行・
リリース

詳細設計～
単体テスト

PM・プロ
ジェクト推進

テスト
計画・推進

業務設計・
要件定義

アプリ開発

共通化
（アプリ・基盤）

基　盤

運　用

移行・
リリース

システム化
計画

アプリ開発
標準化

（概要設計向け）

アプリ開発
標準化

（内部設計向け）

アプリ開発
標準化

（開発向け）

ライブラリ
管理要件定義

ライブラリ
管理設計

共通部品・
ミドルウェアスタプ
提供（単体向け）

連結テスト
環境構築・テスト

共通部品・ミドルウェア開発 ライブラリ管理本番リリース環境接続テスト

ライブラリ
管理環境構築・
テスト

ライブラリ
管理環境提供

連結・総合テスト環境管理

基盤総合テスト アプリ総合
テスト支援

ユーザ
受入テスト支援

ライブラリ管理維持管理

アプリ開発
標準化

（外部設計向け）

開発方式方針
検討（開発・
テスト環境）

方式方針
検討

システム運用
要件検討

システム運用
サービス設計

【データ移行切替】
移行切替概要設計

【データ移行】内部設計～連結テスト内部設計～
連結テストまでは「アプリ開発」の内部設計～
連結テストまでの記述と違いがないため、「アプリ開発」側を参照。

【データ移行切替】
移行切替方式設計

【データ移行切替】
本番移行切替

リリース事後作業
（旧システム廃止）

【リリース】
リリース推進

【データ移行切替】
切替作業手順書作成

【リリース】リリース計画書作成

【データ移行切替】
移行切替総合テスト

【データ移行
切替】本番
移行切替計画

【データ移行切替】
移行切替
リハーサル

システム運用
業務詳細設計 運用リリース

データセンター
共通運用

ツール導入・設定

運用システム
確認テスト／

システム運用訓練

開発・
テスト方式検討

方式設計
（サーバ／ネット／

運用基盤）
本番環境設計

（総合、UATを含む）

開発・
テスト
環境設計

開発・
単体テスト
環境構築・
テスト

開発・
単体
テスト
環境提供

共通部品
・ミドル
ウェア提供
（連結向け）

連結
テスト
環境提供

本番環境構築
（総合、UAT
を含む）

本番環境
単体テスト
計画

本番環境
単体
テスト

本番環境連結
テスト計画

基盤総合
テスト計画

本番環境
連結
テスト

基盤運用
環境先行
リリース

運用システム
確認テスト／
システム運用
訓練計画

共通部品・
ミドル
ウェア
テスト

共通部品・
ミドルウェア
テスト
計画

方式設計
（アプリ処理方式）

共通部品・ミドルウェア
設計

要件定義 業務設計

アプリ
概要設計 外部設計 内部設計

詳細設計・
単体テスト
計画

連結テスト
計画（サブ
システム内）

プログラム開発・
単体テスト

総合テスト
推進

ユーザ訓練
実施

業務設計
（見直し）

業務マニュアル
作成

業務マニュアル
修正

連結テスト
（サブシス
テム内）

アプリ総合テスト
（業務フローテスト）

アプリ
総合テスト

ユーザ
受入テスト

アプリ
リリース

ユーザ受入
テスト計画

業務
マニュアル
設計

ユーザ訓練計画

システム化
計画（基盤）

移行切替
全体方針
検討

移行切替要
件定義【デー
タ移行切替】
【システム再
構築】【基盤
移 行 切 替】
【リリース】

プロジェクト
計画作成

全体テスト
計画

連結テスト
推進

連結テスト
計画

総合テスト
計画

【プロジェクト計画変更】【スコープ管理】【進捗管理／品質管理】【リスク管理】工程に依存
しないタスク

プロジェクト計画
変更（工数再見積り）

プロジェクト
状況確認

【基本設計終了時】
プロジェクト状況確認
【連結テスト終了時】

連結テスト
（サブシステム間
／外部接続）

アプリ総合テスト
（業務フロー
テスト）準備

連結テスト
（サブシステム間
／外部接続）準備

アプリ
総合テスト
準備

プロジェクト状況確認
【総合テスト終了時】

リリース確認
（リリース確認会）

プロジェクト
完了報告

シ
ス
テ
ム
概
要
設
計

シ
ス
テ
ム
総
合
テ
ス
ト

主に概要設計から移行・リリースまで、NRIが実際に利用している標準プロセス体系、成果物サンプルなど

NRI開発プロセス標準体系（NRI標準フレームワーク）

（活用する代表的な手法）
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プロジェクト管理標準

  プロジェクトの状況を可視化し、組織的にプロジェクトを管理することができます。

  異常発生時に適切な対応を促進し、プロジェクトの成功率を向上させることができます。

  プロジェクト管理未経験者に対する、実践的な教育ツールとして活用することができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、システム開発プロジェクトの進捗や品質、コスト、リスク等を適切に管理する手法を提供します。具体

的には、PMBOKをベースとした、実践的 且つ 体系的なプロジェクト管理手順や管理体制、各種管理テンプレート、及び 

プロジェクトリスク分析など、NRIプロマネが蓄積してきた実践的なノウハウを提供します。プロジェクトの規模や特徴、

管理する立場等を踏まえ、これらプロジェクト管理標準を適用することで、プロジェクトの成功率を向上させることが可能

となります。
PMBOK：Project Management Body of Knowledgeの略、プロジェクト管理に関わるナレッジを体系化した国際標準

リスク分析一覧 影響度凡例（SQDCへの影響）

大（7）

10％超

中（5）

5～10％

小（3）

0～5％

無（0）

0

影
響
度

7 0 2.1 3.5 4.9 7 A
5 0 1.5 2.5 3.5 5 B
3 0 0.9 1.5 2.1 3 C
0 0.3 0.5 0.7 1

発生確率
影響度×
発生確率
マトリックス

対象プロジェクト：構築プロジェクト

分　類 リスク

リスク候補

発生確率凡例
（無し：0、発生したもの：1）

No

1
2
3
4

対
策
r
a
n
k

ス
コ
ア（
影
響
度×

確
率
）

合
　計

収
支
悪
化

納
期
遅
延

品
質
悪
化

ス
コ
ー
プ
増

発
生
確
率

リスク（結果）影響度

今回の具体的
内容と影響大（0.7）大分類 中分類 小分類 中（0.5） 小（0.3）

2004 年 12 月時点の分析
このベージュ部分をまず入力

リスク分類
（11領域）

リスク候補
（約 100 項目）

発生確率 影響度当プロジェクトの実情に
照らして記入する部分

プロジェクトのリスク分析状況を
横断的に管理

Aプロジェクト
統合

顧客

契約

スコープ

業務

技術
タイム

コスト

品質

組織

コミュニ
ケーション

調達

プロジェクト
実績ＤＢ

 各プロジェクトの
 実績値を収集・分析

・ベンダ評価結果
・アプリケーション開発工数
・開発工数と開発期間の相関係数
・工程別外部委託比率
・予実績乖離（コスト、開発規模、開発工数）
・工程別開発工数比率
・開発生産性
・テスト密度
・バグ密度・バグ検出率
・障害発生率　など

システム
プロジェクト白書

年に１度内容公開

現場で活用

一定ランク以上の
プロジェクトは
提出必須

完了後、２ヶ月以内に提出

プロジェクト
完了報告書

プロジェクト
計画書実施したプロジェクトより得られた品質や

生産性に関わる各種定量情報や定性的なノ

ウハウを、次のプロジェクトで再利用する

ための手法

プロジェクト白書

進捗状況や品質状況など一般的なプロジェクト管理項目に加え、プロジェクトの成功に大きな影響を与えるプロジェクトリ

スクを、約100におよぶリスク項目をもとに、定量的に把握・分析する手法

プロジェクトリスク分析

（活用する代表的な手法）
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エンハンス業務にて、NRIが実際に

利用している標準プロセス体系、成

果物サンプル、ノウハウを８つの領

域毎に整理した業務標準

各担当グループのエンハンス業務の実施状況を定期的にアセスメント（評価項目：約100項目）し、改善に結び付ける手法

エンハンス業務標準

  継続的な改善活動を通じて、エンハンス業務の品質・生産性を向上させることができます。

  自立的な改善活動を通じて、エンハンス担当者のモチベーションを
 向上させることができます。 

  エンハンス業務の属人性が解消され、要員の流動性向上や協力会社の集約による
 コスト削減ができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、システム保守に関わる各種標準を提供します。具体的には、システムの機能改善やメンテナンス等にお

ける標準的なプロセスやテンプレート、成果物サンプル、及び NRI社内のエンハンス業務改善活動を通じて蓄積した実践的

なノウハウを提供します。また、お客様が自立的 且つ 継続的にエンハンス業務の改善を推進するための、アセスメント手

法や改善活動の仕組みを提供します。これら標準や仕組みを適用することで、稼働後の情報システムの品質を維持・向上さ

せることが可能となります。

業務改善マネジメント 活動計画策定、活動計画の顧客・パートナーとの共有

お客様対応 顧客情報の把握、契約管理、コミュニケーション・RM活動

パートナー対応 パートナー選定、パートナー責任・スキルの明確化、コミュニケーション

リソースマネジメント 体制・会議体、要員計画、要員管理

問合せ／テーマ開発 問合せ管理、テーマ管理

開発管理 ドキュメント管理、進捗・課題管理、開発プロセス

品質管理 品質プロセス、品質の作り込み、品質の確認、リリース

本番運用／環境管理 運用との役割分担、環境管理、障害・コール対策

ＰＭが管理すべき８領域

８つの管理項目

業務改善マネジメント

お客様対応 

パートナー対応

リソースマネジメント
問合せ／テーマ管理
開発管理
品質管理

010

020

030

040
050
060
070

080 本番運用／環境管理 

合　計

アセスメント結果

55.6%

41.7%

18.4%

83.3%
50.0%
19.4%
80.6%

35.0%

45.9%

レッドカード

7

イエローカード

12

業務改善マネジメント

お客様対応 

パートナー対応

リソースマネジメント

問合せ／テーマ管理

開発管理

品質管理

本番運用／環境管理 

100.0％

80.0％

40.0％

20.0％

0.0％

60.0％

NRIエンハンス
業務標準体系

エンハンス業務アセスメント

（活用する代表的な手法）
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ITサービス管理標準

  システム運用品質の継続的な向上、中長期的なITコストの削減ができます。

  ITサービス管理業務の属人性が解消され、IT要員の流動性向上や
 協力会社の集約によるコスト削減が実現できます。

  内部統制（IT全般統制）で要求されるコントロールを要所で
 実施することができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、システム運用に関わる各種標準を提供します。具体的には、ITIL（IT Infrastructure Library）/

ISO20000をベースに、ITサービス管理における、標準的なプロセスやテンプレート、成果物サンプルを提供します。また、

ITIL/ISO20000では提供されていない、NRI独自の実践的なノウハウを提供します。これらITサービス管理標準を適用する

ことで、システム運用品質の改善と運用業務の効率化を並行して実現することが可能となります。

B

B

A

B

B

インシデント

問題管理

変更・リリース管理

構成管理

サービスレベル管理

キャパシティ管理

可用性管理

オペレーション管理

データ管理

情報セキュリティ管理

ファシリティ管理

運用業務管理

完了確認2次対応ディスパッチ1次対応受付業務

進捗監視

再計画結果レビューと
クローズ

エラーへの対応
作業の実施

対応方針
策定

問題の分析
と調査

問題の
起票

変更の
受付

構成管理の
維持管理

変更の計画／
構築／テスト

リリース実施の
可否判断

リリースの
実施

運用受入れ リリースオペ
レーション

変更の
クローズ

事務処理

構成情報の
検査

構成情報
モニタリング

構成管理計画と
CIの識別

潜在的な
問題の発掘

外部サービス
提供者からの連絡

標準の変更

サービスカタログ
の作成

計　画 実　施 評　価 改　善

システム
モニタリング

運用スケジュール
変更

本番データの
提供

媒体管理 対外他社との
媒体交換

帳票出力 バックアップ・
リカバリ

消耗品管理 保守点検
マニュアル
オペレーション
（システムj運用）

マニュアル
オペレーション
（業務）

キャパシティ
要求管理

復旧訓練

現状パフォー
マンス把握

キャパシティ
分析と計画

運用（インシデント・問題対応時）運用（通常時）引継ぎ／受入れ

入退管理 本番環境
アカウント管理

本番環境
利用管理

本番環境利用
ログ管理

マシン室
レイアウト管理

通信回線管理 空調管理電源設備管理 分電盤管理

ロッカー部材
棚管理

インフラ設備
故障対応

マシン室点検 持込物品の
承認

運用業務管理

A

B

A

プロセス サブプロセス
（To-Be）サブプロセス

【凡　例】

開発・エンハンス
エンドユーザ
からの連絡

傾向分析サイクル

個別深掘サイクル

障害
発生

是正策の実施

暫定対応 原因特定 本格対応開発・運用

障害内容の記録

障害撲滅
会議

中長期的な
対応策実施 対応策具体化 顧客へ課題と

対応策を提起
根本原因に対
する対応策立案

根本原因の
整理・分析

障害原因

（活用する代表的な手法）

ITIL/ISO20000に準拠したITサービスプロセスの全体体系、及び 各プロセスの標準プロセス、成果物サンプル

ITサービス管理標準プロセス全体体系

NRIで実際に取組んだ、トラブル撲滅活動

に関わる手法やノウハウ（NRIでは、４年

で８割以上のトラブルを削減）

トラブル撲滅活動



20

サービス管理

IT投資・
コスト管理

ITリスク管理

業務・
ITリレーション

IT
基盤診断

IT基盤構想
・計画

IT基盤
技術調査

IT Architecture Managementでは、各種情報技術の成熟度や、
要求される品質やコスト水準等を踏まえた、

最適なシステムアーキテクチャを検討・確立するために必要な手法やノウハウを提供します。

これら手法・ノウハウを活用することで、
安定性・柔軟性・拡張性に優れたシステムアーキテクチャを確立することが可能となります。

IT Architecture Managementは、
IT基盤診断、IT基盤構想・計画、IT基盤技術調査の３つから構成されています。

ITアーキテクチャ管理

IT Architecture Management
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IT基盤診断

  IT基盤の現状と、今後 対応すべき課題を明確にすることができます。

  具体的なIT基盤の改善策と、実施にあたっての優先順位を明確にすることができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、NRIが実際のシステム開発・運用で蓄積したノウハウに基づき、IT基盤の診断における評価基準を提供

するとともに、関連するベンチマーク情報を提供します。

評価の視点
経営情報系 基幹業務系 コミュニケーション系 ネットワーク

不 可 良 優 不 可 良 優 不 可 良 優 不 可 良 優

1 合目的性 ・  必要な業務機能に適したアーキテクチャか、製
品グレードか。 ● ● ● ●

2 標準への適合性 ・  デファクトスタンダードに準拠しているか。 ● ● ● ●

3 信頼性 ・  想定される障害に対しての装備がなされている
か。 ● ● ● ●

4 拡張性 ・  処理量拡大や性能向上に向けた方策が可能と
なっているか。 ● ● ● ●

5 安全性 ・  セキュリティ、コンティンジェンシーに対する考
慮はなされているか。 ● ● ● ●

6 安定性 ・  採用技術、構成製品は実績があり十分にこな
れているか。 ● ● ● ●

7 移植性 ・  他のハードウエア、稼動環境にアプリケーショ
ンを移植しても使い続けられるか。 ● ● ●

8 コスト効率性 ・  構築、運用におけるコスト効率性を追求したシ
ステム基盤となっているか。 ● ● ● ●

9 ライフサイクル ・  採用技術・アーキテクチャが老朽化、陳腐化し
ていないか。 ● ● ● ●

■ ベンチマーク企業の水準 ●　　● 貴社の評価

No. 評価軸 主要な評価ポイント

1 システム構成 対象となる業務機能に適したシ
ステム・製品構成か

■ システム物理構成及び論理構成は業務機能に適した構成か
■ ソフトウェア構成に問題ないか
■ 24時間365日連続稼動への対応に問題はないか
■ 機能追加、接続先追加への対応に柔軟に対応可能か

2 標準適合性 選択している製品及び適用技術
は標準的なものであるか

■  選択している製品、適用技術要素はデファクトスタンダードから逸脱して
いないか

■ システム構成や開発ツールの標準化の推進度合い、効果は適正か
■ 認証基盤など、システム共通機能が標準化されているか

3 信頼性・可用性 サービス時間に合わせた障害対
策を実施しているか

■  システム重要度に合わせたサービス提供時間が設定されているか
■  システムに求められる信頼性の基準は明確か
■  必要十分な障害性対策が実施されているか
■  障害発生時に必要な通知・記録が行えるか
■  障害発生時の行動手順は明確になっているか

4 性能・拡張性 処理量拡大や性能向上のために
システム構成を拡張可能か

■  処理量拡大や性能向上のためにシステム構成の拡張が容易になっている
か

■  システムに求められる処理量の最大値（設計時と稼動時）は明確か
■  現行システムの処理量を把握しているか
■  システムの拡張方法は検討されているか
■  システムの拡張方法は、容易性・安全性・コスト効率の面で問題ないか

5 ライフルサイクル・
移植性

採用している製品、適用技術の
陳腐度あいを把握しているか
機器更新を考慮した独立性の高
いシステム構成になっているか

■  採用しているシステム構成・製品・適用技術が陳腐化していないか
■  採用している製品について、後続製品の計画が明確でないなど、継続利
用上の懸念はないか

■  システム機能の移植が容易なシステム構成か

6 セキュリティ 情報漏えい、不正利用、改ざん
などの対策が実施されているか

■  サーバ機器・端末・ネットワーク機器などについて、不正アクセスが利用
できないように考慮されているか

■  サーバ機器・端末・ネットワーク機器などについて、不正アクセス、改ざ
んを検知する仕組が導入されているか

7 保守性・運用 システム保守・運用作業は大き
な問題なく実行されているか

■  システム保守が容易なシステム構成となっているか
■  運用作業は自動化、効率化が検討されているか

NRIが実際の開発・運用で

蓄積したノウハウに基づく、

IT基盤の評価軸・評価項目

IT基盤診断の
評価項目

（活用する代表的な手法）

IT基盤診断結果イメージ
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   各種情報技術の成熟度や要求される品質やコスト水準等を踏まえた、
 最適なIT基盤を構想・計画することができます。

   超上流工程における業務面、システム面での検討の抜け漏れを防止し、
 後工程への円滑な引き継ぎと、後工程での手戻りを実現します。

  開発コストや開発期間など、システム化計画の精度を向上させることができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、IT基盤の構想・グランドデザイン策定からシステム化計画までの超上流工程における、標準的なプロセ

スや成果物サンプル、及び 検討時の実践的なノウハウを提供します。

IT基盤構想・計画

プロジェクトリーダやITアーキテクトが、

IT基盤の構想・計画フェーズの各タスク

にて検討すべき事項、及び 成果物を取

り纏めたもの

IT基盤構想・
計画フェーズにおける
プロセス標準

方向性の確認リスクと
残課題の整理

付帯要件の
検討

個別要件の
深掘り

プロジェクト計画

システム化計画
スケジュールの立案

システム化計画
推進体制の立案

コミュニケーション
計画の立案

要
件
定
義
の
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン
（
要
件
定
義
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
タ
ス
ク
参
照
）

プロジェクト計画

新業務要件の検討

業務要件検討

コード見直し
方針の策定

データ要件の検討 サブシステム分割

概算費用の算出 効果の測定

範囲の設定 全体スケジュールの
立案

その他要件の検討

教育・訓練
要件の検討

データフロー要件の検討

新H/W、
S/W構成の検討

新インフラ
構成の検討

インフラ構成の検討

成果物の
品質確認

システム化計画の評価

現行調査

アプリケーション
処理方式の検討

運用方式の検討 処理方式別
インフラ要件の検討

実現方式の検討

処理要件の検討

インフラ要件の
詳細化

インフラ要件の
検討

機能要件検討、非機能要件検討 全体プラン作成評価・レビュー

システム化計画工程小分類（タスクマップ） ■ アプリ系タスク【凡例】 ■ インフラ系タスク ■ アプリ×インフラ系タスク ■ 計画系タスク

WBSの作成

システム化計画
工程の検討
スコープ詳細化

データ要件の整理

新概略業務
フロー図の作成

業務要件の整理

新機能要件の
整理

サブシステム分割相関分析

サブシステム
関連図の作成

開発方式の検討

移行要件の
検討

概算費用の算出

開発規模の
見積り

費用算出
方法の検討

効果測定
方法の検討

全体スケジュールの
立案

新規・再構築・
改修範囲の切り分け

システム化範囲の
見極めと優先順位付け

システム化による
期待効果の確認

（活用する代表的な手法）

プロセス編

システム化構想工程

プロセスチャート

タスク説明書

成果物説明書

成果物サンプル

システム化計画工程

機能要件検討、非機能要件検討

実施手法編

課題分析手法

方式設計手法

上流での見積り手法
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  IT基盤技術の活用方針を明確にすることができます。

  新たなIT基盤技術を、効果的且つ円滑に活用・導入することができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、クラウド、SaaS、SOA、ITモダナイゼーションなど、新技術の動向や技術評価結果を提供します。 これ

ら技術情報とユーザ企業での適用実績などを踏まえた、現実的な新技術の活用・導入のための技術ロードマップを提供します。

お客様のIT基盤の現状や情報戦略を考慮し、今後 IT基盤として優先的に取組むべき課題を整理するテンプレート

IT基盤技術調査

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
クライアント
基盤

アプリ
ケーション
基盤

共通基盤

プレゼンテーション
OS

アプリケーション
開発／実行フレームワーク

通信ミドル
DBMS
帳票ミドル
二重化ミドル
UNIX系
Windows系
その他
ハード
ストレージ
ネットワーク
メッセージ連携

運
用
管
理

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
基
盤

ミ
ド
ル

Ｏ
Ｓ

シ
ス
テ
ム

連
携
基
盤 ファイル連携

利用者認証
不正侵入対策
データ保護
監査証跡
脆弱性管理
システム監視
ジョブ運用
リブート
バックアップ
ログ
リリース

先進IT技術の活用・導入ロードマップ

先
端
技
術

中
核
技
術

成
熟
技
術

マネジメント 運用管理 開発方式 開発言語 システム
連携・ミドル

データ
ベース サーバOS サーバ

ハード ネットワーク セキュリティ 業務
アプリ

コンテンツ
ナレッジ 端末技術

構成管理
ツール/
CMDB

BC/DR

コンプライ
アンス

プロジェクト
マネジメント

EA

ITIL

消費電力
モニタリング

プロビジョニング

統合運用
ツール

形式手法 HTML5

JavaFX

Silverlight

Python MDM

ESB

SOA

BPM・BAM

オープンソース
ミドルウェア

EAI

Web
サービス

Curl

Ruby

Ajax

Java
VisualBasic
C#
C/C++
COBOL

Flash/Flex
PHP

要件定義
分析ツール

分散キーバリュー型
データストア テレプレゼンス

セマンティック
Web

デジタル
サイネージ

IPTV

デスクトップ
仮想化

RFID

スマート
フォン

シンクライアント

ICカード

業務端末

SaaS型
オフィス
スイート

ソーシャル
ソフトウェア

検索
エンジン

企業ポータル

テキスト・マイニング
グループウェア
コンテンツ
マネジメント

アイデンティティ・
マネジメント

データ
漏えい防止

コンタクト
センター

SCM

ERP
CRM

DRM・
ファイルの
暗号化

認証VLAN・
検疫ネットワーク

生体認証

ハードウェア
トークン

スパム、フィッシング対策

セキュアメール

シングル・サインオン
デジタル署名
侵入監視ツール・ログ監視
ウィルス対策ソフト
ファイヤーウォール

ワイヤレス
ブロードバンド

音声
アプリケーション

UFC

NGN

IPv6
プレゼンス
CDN

Web会議＆
コラボレーション

第３世代
携帯電話通信

無線LAN

IP電話

分散メモリ
キャッシュ

インメモリDB

DWH・
アプライアンス

DWH

オープン
ソースDB

データマイニング

BI

商用RDB

クラウド・
コンピューティング

Windows 
Server 2008

ストレージ仮想化

サーバ仮想化

64Bit
サーバ

ブレード
サーバ

SAN

Unixサーバ
PCサーバ
メインフレーム

グリッド・
コンピューティング

Linuxサーバ
Windows
2003サーバ

UI開発
フレーム
ワーク

MDA

アジャイル
開発

性能測定
ツール

プロジェクト
管理ツール SW構成・

変更管理ツール

EJB
テストツールUML

オープンソース
開発環境

マッシュアップ・
ツール

NRI調査部門による先進情報技術の調査・実機評価

結果、及び 当該技術の今後の発展・定着に関わる

動向予想

先進IT技術調査

（活用する代表的な手法）
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アウトソーシング
管理

情報戦略・
ITガバナンス ソーシング管理

IT組織評価 IT人材・
スキル

Sourcing / Skill Managementでは、情報部門に要求されるケーパビリティを踏まえた上で、
情報部門・情報子会社・外部委託先間での最適な機能配置や、

情報部門に求められるIT人材像・育成方法を検討するのに必要な手法やノウハウを提供します。

これら手法・ノウハウを活用することで、情報部門の構造改革を促進し、
情報化運営機能の強化を図ることが可能となります。

Sourcing / Skill Managementは、ソーシング管理、IT組織評価、アウトソーシング管理、
IT人材・スキルの４つのメソドロジから構成されています。

ソーシング・スキル管理

Sourcing / Skill Management
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分野 項目 Plan Do Check・Action

IT戦略・
IT予算策定

IT戦略

・経営戦略・事業戦略の確認・調整
・新技術・他社動向の調査
・IT戦略の策定
・IT戦略会議（仮称）の開催
・IT戦略の承認・公開

・IT戦略実行状況のモニタリング
・IT戦略会議（仮称）のへの状況報告

・成果（IT戦略実行結果）の評価
・IT戦略会議（仮称）への報告

IT予算策定
・IT予算総枠の調整
・IT案件の優先度設定
・関連部署からの要望収集・調整
・IT予算の策定・承認

・IT予算の執行管理 ・IT予算の見直し（期中）

IT投資・コスト管理

IT投資管理 ・IT投資評価制度の設計
　 （評価タイミング、評価項目、評価者など）

（個別IT投資案件毎）
・IT投資の事前評価・事後評価

・ITコストの分析、結果の報告
・ITコスト削減策等の策定

IT投資管理 ・ITコスト管理・分析方法の設計 （月次、又は期毎）
・ITコストの収集 ・配賦・課金スキームの評価、見直し

ITコストの配賦・課金 ・配賦・課金スキームの策定
・関係部署との調整

（ITコスト管理より基礎情報収集）
・配賦・課金額の算定
・ITコストの配賦・課金

（必要に応じ）
・ITプロジェクトの支援
・ITプロジェクトの中止勧告

ソーシング管理

  情報部門が発揮すべき、コアコンピタンスを明確にすることができます。

   情報部門と情報子会社、及び 外部委託先との機能分担について、
 明確にすることができます。

    情報部門/情報子会社の組織力強化に向けた具体的な施策を明確にすることができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、ソーシング方針を検討するのに必要な方法論を提供します。具体的には、情報部門のコアコンピタンス

の明確化や、情報化運営機能毎のインソース／アウトソース方針、アウトソーシングする際の契約形態（請負、準委任など）

などの検討に必要な手法やノウハウを提供します。これら手法・ノウハウを活用することで、企業全体の組織体制やITに対

する要求レベル、情報部門の実力等を踏まえた、最適な機能配置と、機能強化に向けた施策を立案することが可能となります。

Ｉ
Ｔ
戦
略
・Ｉ
Ｔ
予
算
策
定

IT投資管理（事前・事後評価、IT投資ポートフォリオ管理）、ITコスト管理

ITリスク管理（情報セキュリティ、内部統制、ＢＣＰ、IT監査）

ITアーキテクチャ管理（標準化）

ソーシング管理（IT組織設計、ベンダ管理）

IT人材管理

IT案件管理（プログラムマネジメント） IT資産管理 システム活用推進

IT サービス提供機能
アプリケーション設計・開発

運用・保守
インフラ設計・構築

プロジェクトマネジメント

IT調達・契約管理

品質・生産性管理

IT サービス提供の
支援機能

業
務
改
革
・
シ
ス
テ
ム
化
企
画

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス
機
能

情報化運営に関わる機能の全体体系と各機能の具体的な内容

ＮＲＩ 情報化運営モデル

（活用する代表的な手法）

分野 項目 Plan Do Check・Action

IT戦略・
IT予算策定

IT戦略

・経営戦略・事業戦略の確認・調整
・新技術・他社動向の調査
・IT戦略の策定
・IT戦略会議（仮称）の開催
・IT戦略の承認・公開

・IT戦略実行状況のモニタリング
・IT戦略会議（仮称）のへの状況報告

・成果（IT戦略実行結果）の評価
・IT戦略会議（仮称）への報告

IT予算策定
・IT予算総枠の調整
・IT案件の優先度設定
・関連部署からの要望収集・調整
・IT予算の策定・承認

・IT予算の執行管理 ・IT予算の見直し（期中）

IT投資・
コスト管理

IT投資管理 ・IT投資評価制度の設計
　 （評価タイミング、評価項目、評価者など）

（個別IT投資案件毎）
・IT投資の事前評価・事後評価 ・IT投資評価制度の見直し

ITコスト管理 ・ITコスト管理・分析方法の設計 （月次、又は期毎）
・ITコストの収集

・ITコストの分析、結果の報告
・ITコスト削減策等の策定

ITコストの配賦・課金 ・配賦・課金スキームの策定
・関係部署との調整

（ITコスト管理より基礎情報収集）
・配賦・課金額の算定
・ITコストの配賦・課金

・配賦・課金スキームの評価、見直し
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パターン１ パターン２ パターン３ パターン４ パターン５

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

IT戦略・IT予算策定
IT投資・コスト管理

システム活用推進
業務改革・システム化企画

IT案件管理
（プログラムマネジメント）

IT資産管理

アプリケーション開発
（内部設計、製造、テスト、移行）

インフラ設計
インフラ構築
運用・保守

プロジェクト・マネジメント
IT調達・契約管理
品質・生産性管理
ITリスク管理

ITアーキテクチャ管理（標準化）
ソーシング管理
IT人材管理

アプリケーション設計
（要件定義、外部設計）

Ｉ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
提
供

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

組織構成

メリット

デメリット

 ・業務を理解した上での適
切な要件定義
 ・ユーザ要望や環境変化へ
の迅速な対応

 ・業務を理解した上での適
切な要件定義
 ・ITコストの低減
 ・ノウハウの内部留保

 ・IT部門の大胆なスリム化
 ・情報子会社のモチベーショ
ン向上

（グループ運営において）
 ・限られたIT人材の結集
 ・グループ横断での情報化
の推進

 ・企画・計画機能の強化
 ・システム最適化の推進

 ・企画・計画機能の強化が
進まずIT部門の肥大化
 ・システムの個別最適化
 ・情報子会社のIT人材の確保

 ・企画・計画機能の強化が
進まず
 ・IT部門の肥大化

 ・目利き力の低下
 ・コストコントロール力の低下
 ・要件定義品質の低下

 ・業務とITとの乖離
 ・情報子会社から本体への
牽制力の発揮
 ・優秀な人材の確保

 ・IT部門の空洞化
 ・情報子会社の肥大化
 ・IT部門と情報子会社の役
割分担の曖昧化

情報システム部
（仮称）

開発
ベンダー

情報
子会社

情報システム部
（仮称）

開発
ベンダー

情報
子会社

IT企画部
（仮称）

情報子会社

開発ベンダー

IT戦略室
（仮称）

親会社
IT部門

親会社
IT部門

親会社
IT部門

親会社
IT部門

親会社
IT部門

親会社
IT部門

親会社
IT部門

親会社
IT部門

親会社IT部門親会社IT部門
情報子会社

情報子会社

情報子会社ベンダー ベンダー

ベンダー
情報子会社

情報子会社

情報子会社

情報子会社

開発ベンダー

経営企画部など

情報子会社

開発ベンダー

情報部門/情報子会社/ベンダーの機能分担の基本パターンを、業種・業界による違い、各基本パターンにおける運営上のメ

リットとデメリットなどとともに整理

ソーシング基本パターン
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IT組織評価

    同業他社などと比較することで、自社IT組織の強み・弱みを明確にすることができます。

 IT組織の機能強化に向けた課題を明確にすることができます。

    今後のIT組織の成長戦略やそれに向けた機能強化の方向性を明確にすることができます。 

利点・期待効果 

本メソドロジでは、情報部門、情報子会社の情報化運営に関わる実力診断の仕組みを提供します。具体的には、システム企

画力、開発力、保守・運用力、品質管理力、プロジェクト管理力等、情報化運営の各領域において、IT組織の現在の実力を

多面的 且つ 客観的に評価する仕組みを提供します。IT組織評価の結果は、ソーシング方針など、今後のIT組織の機能強化

の方向性を検討する際の、重要なインプットとして活用することが可能です。

Ｉ
Ｔ
ケ
ー
パ
ビ
リ
テ
ィ

システム企画

システム開発

システム基盤

プロジェクトマネジメント

システム保守

システム運用

ユーザサポート

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制

Ｉ
Ｔ
戦
略

Ｉ
Ｔ
投
資
管
理

Ｉ
Ｔ
コ
ス
ト
管
理

品
質
管
理

対
外
管
理

ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
管
理

Ｉ
Ｔ
人
材
管
理

Ｉ
Ｔ
リ
ス
ク
管
理

グ
ル
ー
プ
ガ
バ
ナ
ン
ス

売上高比
IT投資比率

販管費比
IT投資比率

従業員数比
IT費用

保守・運用IT費
全IT投資費

■製造業他社平均■貴社水準■同業他社平均

（活用する代表的な手法）

情報化運営の機能を、ITケ

ーパビリティと、ITガバナ

ンスに大別し、IT組織の実

力を全17領域で評価

IT組織評価体系と
評価結果イメージ

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

2.8

2.3

1.2

1.8

2.3

2.9
2.8

2.5

2.0

2.7

2.2

2.5

2.0

1.7

1.5
1.7

1.4

3.0

1.0

2.5

2.8

2.4

貴社 他社（全産業） 他社（製造業）

Ｉ
Ｔ
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
推
進

Ｉ
Ｔ
運
営
実
態
の
把
握

シ
ス
テ
ム
監
査

災
害
対
策

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
管
理

Ｉ
Ｔ
人
材
育
成

Ｉ
Ｔ
人
材
戦
略

標
準
化
推
進

全
社
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
管
理

調
達
管
理

外
部
パ
ー
ト
ナ
ー
管
理

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
全
体
管
理

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
評
価

Ｉ
Ｔ
コ
ス
ト
評
価

Ｉ
Ｔ
コ
ス
ト
管
理
体
系

Ｉ
Ｔ
投
資
評
価

Ｉ
Ｔ
予
算
編
成

Ｉ
Ｔ
中
長
期
計
画

Ｉ
Ｔ
戦
略
の
明
確
化

Ｉ
Ｔ
部
門
活
動

全
社
Ｉ
Ｔ
会
議
体
の
設
置

Ｉ
Ｔ
運
営
統
括
者
の
設
置

Ｉ
Ｔ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制

Ｉ
Ｔ
戦
略

Ｉ
Ｔ
投
資
管
理

Ｉ
Ｔ
コ
ス
ト
管
理

品
質
管
理

対
外
管
理

全
社
ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
管
理

ア
ー
キ
テ
ク
チ
ャ
管
理

Ｉ
Ｔ
人
材
管
理

Ｉ
Ｔ
リ
ス
ク
管
理

グ
ル
ー
プ
ガ
バ
ナ
ン
ス
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アウトソーシング管理

    目的に応じた、最適なアウトソーシング形態・スキームを確立することができます。

    より有利な条件で、アウトソーシング契約を締結することができます。

 既存のアウトソーシングの有効性・効率性を向上させることができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、ITアウトソーシングを導入・評価する際に必要な手法を提供します。今後 アウトソーシングの活用範囲

の拡大を計画しているお客様に対しては、目的に応じた最適なアウトソーシング形態やアウトソーシング範囲、商流・契約

条件等のスキームを検討するのに必要な手法やノウハウを提供します。既にアウトソーシングを行っているお客様に対して

は、現在のアウトソーシングの有効性・効率性を評価し、アウトソーシングを継続的に改善していくために必要な手法やノ

ウハウを提供します。これら手法を適用することで、アウトソーシングをより効果的・効率的に活用することが可能となります。

アウトソーサー候補を、実現性・適

合性・実績の３つの視点より評価す

る基準

アウトソーサー
選定時の評価基準

顧客要件の実現性の観点
業務改革提案力
システム提案力
開発品質
運用品質
リスク管理
開発コスト
運用コスト
ハード・ソフトの調達コスト
コスト透明性
移行コスト
移行リスク

スキームとの適合性の観点
コスト削減
要員シフト
今後の運営スキーム
IT戦略企画力強化
スケジュールの合理性・客観性
牽制・アカウンタビリティ
SLA・SLMの確立
合理的な契約改定
アウトソーシング業務負荷

戦略性（提案力）

品　質

コスト効率性

移行容易性

合目的性

スケジュール

イニシアチブ

運営負荷
既存ベンダーとの親和性 既存ベンダーとの協調的対応

自社委託実績
フルアウトソーシング
実績
業界でのシステム
構築実績
関連業界システム
構築実績
コンサルテーション
実績

受託実績

技術力

品質・生産性
管理

自社保有システム基盤
への対応力

マルチベンダー化
への対応力

オープンシステム
への対応力

新技術領域への対応力
技術評価力
開発技術力
品質保証スキーム
品質管理体制
生産性管理

マルチベンダー対応

市場原理の適用

バーゲニングパワー

総合的・安定的な関係
資産の確保

オフショア開発の実績

調達力
（ハード）

調達力
（開発力）

人材力

安定性

評　判

総合的
対応力

優秀な人材の確保

経営環境把握

戦略的パートナーと
しての幅広い対応力

経営安定性
財務的安定性
M&A・買収
市場での評判
風土、文化
職員の質

アウトソーサーの実績・パフォーマンスの観点

数多くの事例をもとに、アウトソー

シングの基本パターンを、アウトソ

ーシングの範囲や商流・資本参加の

違い、各基本パターンにおけるメリ

ット・デメリットや、運営にあたっ

ての留意事項などとともに整理

アウトソーシング
基本パターン

アウトタスク ノンコア領域の
アウトソーシング

戦略的パートナーとの
連携（資本参加なし）

戦略的パートナーとの
提携（資本参加あり）

本体 IT 部門

情報子会社

協
力
会
社

協
力
会
社

協
力
会
社

協
力
会
社

ノンコア

コア

本体 IT 部門

情報子会社

協
力
会
社

協
力
会
社

ノンコア

コア

Ｉ
Ｔ
ア
ウ
ト
ソ
ー
サ

本体 IT部門

情報子会社

協
力
会
社

協
力
会
社

本体 IT部門

情報子会社
コア

戦
略
パ
ー
ト
ナ
ー

ノンコア

業革支援

技術支援

本体 IT 部門

情報子会社

本体 IT 部門

情報子会社

戦略パートナー
コア

ノンコア

業革支援

 ・コア/ノンコア領域を含め、IT部門/
情報子会社が主体的に実施
 ・情報子会社配下に、システム単位に
多数の協力会社が存在
 ・情報子会社に業務・システムのスキ
ルが溜まりやすい
 ・リソースが発散するため、最新技術
への追随や、大規模システム開発へ
の対応力には限界

 ・コア領域は、協力会社を活用しつ
つ、情報子会社が主体的に実施
 ・ノンコア領域は、戦略パートナー
を選定し、一括でアウトソースす
ることで効率化を追求

 ・戦略パートナーと連携し、コア領域にお
いても、業務改革や技術革新の支援を
受ける

 ・情報子会社に戦略パートナーが資本参加
 ・コア/ノンコア領域を含め、戦略パートナーの持
つ技術力、品質管理力、リソース調達力を活用

（活用する代表的な手法）
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IT人材・スキル

 情報部門に求められる人材像・スキルセットを明確化することができます。

  情報部門要員のスキルを可視化し、不足しているIT人材像や
 スキルセットを明確にすることができます。

    今後のIT人材育成の方向性、及び 育成方針や育成施策を明確にすることができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、IT人材の確保・育成に関わる手法を提供します。具体的には、ITSS/UISS、及び NRI社内の人材育成モ

デル等をベースに、お客様の情報部門に求められるIT人材像と必要なスキルセット、実践的なIT人材の育成施策等を提供し

ます。また、IT人材ポートフォリオ管理など、IT人材強化に向けた施策検討に必要な手法やノウハウを提供します。これら

手法を適用することで、計画的なIT人材の確保・育成が可能となります。

計画段階から実行段階まで

を含めた、包括的なIT人材

育成体系

IT人材育成体系 部門の育成フロー（年次）

計画段階 実行段階（PDCAサイクル）

会
社
I
T
人
材
の
ス
キ
ル
チ
ェ
ッ
ク

現
在
の
I
T
人
材
ポ
ー
ト
フ
ォ
ー
リ
オ
分
析

I
T
人
材
育
成
の
中
期
計
画

全社IT人材
育成計画

育
成
計
画
の
評
価

IT部門の人材育成
計画の評価

I
T
人
材
育
成
中
期
計
画
の
評
価

キャリア
データ

キャリア
データ

研修データ

IT部門の
育成

利用部門の
育成

全社IT人材育成
計画の評価

個人の育成フロー（半期）

見直し要請育成メニューの提供

参照

更新（改善）

実績管理のために
収集される情報

・キャリアフィールド
・キャリアレベル
・キャリアパス
・ポートフォリオ

・研修受講の記録

（IT部門が作成） 育成メニュー提供（研修等）

見直し要請

ACTION

ACTION年
次
I
T
人
材
育
成
計
画（
I
T
部
門
）

IT部門の
人材育成計画

PLAN

スキル育成計画

カウンセリング
個人スキル
育成計画

業務目標設定
育成目標設定

利用部門向け
年次IT人材育成計画

利用部門向け
研修等実施

DO

OJT実施

研修受講

Check
業務評価

スキルチェック

カウンセリング
個人スキル

育成計画の評価

利用部門IT
人材育成計画

利用部門向け年次
IT人材育成計画評価

利用部門IT人材
育成計画の評価

キャリア
データ

研修データ

人事部DB

キャリア・ディベロップメント・プログラム（CDP）
人員配置管理（キャリアフィールド、キャリアレベル、キャリアパス、ポートフォリオ）

教育訓練管理（OJTと研修）

人事考課管理（評価とキャリア・カウンセリング）

業務アプリエキスパートレベル

4
3
2
1
U
I
S
S
で
定
義
さ
れ
た
タ
ス
ク

共
通
業
務

シ
ス
テ
ム
監
査

シ
ス
テ
ム
運
用

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

シ
ス
テ
ム
保
守
（
イ
ン
フ
ラ
）

シ
ス
テ
ム
導
入
（
イ
ン
フ
ラ
）

シ
ス
テ
ム
基
盤
・
構
築
・
維
持
・
管
理

シ
ス
テ
ム
保
守
（
ア
プ
リ
）

シ
ス
テ
ム
企
画
評
価

シ
ス
テ
ム
導
入
（
ア
プ
リ
）

シ
ス
テ
ム
企
画

情
報
戦
略
評
価

情
報
戦
略
実
行
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

情
報
戦
略
立
案

シ
ス
テ
ム
活
用

事
業
戦
略
評
価

事
業
戦
略
立
案

項目 レベル 1 レベル 2 レベル 3 レベル 4

シ
ス
テ
ム
企
画

企画の立案

システム導入
計画の立案

調達の
マネジメント

システム企画の
マネジメント

システム企画の
指導

企画立案活動と
文書化

適用情報技術の
調査

計画立案活動と
文書化

RFPと評価

（活用する代表的な手法）

ITSS/UISSをベースにした、

ユーザ企業情報部門に求め

られる人材像、スキルセッ

ト集

IT人材像と
スキルセット
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情報戦略・
ITガバナンス

サービス管理

内部統制
（IT統制）

情報
セキュリティ
管理

IT-BCP

IT Risk Managementでは、情報化運営に関連するリスクを正確に把握し、
包括的 且つ 適切にコントロールするのに必要な手法やノウハウを提供します。

これら手法・ノウハウを活用することで、情報システムの機密性・完全性・可用性を維持し、
情報システムを安全に運用することが可能となります。

IT Risk Managementは、内部統制（IT統制）、情報セキュリティ管理、
IT-BCPの３つのメソドロジから構成されています。

ITリスク管理

IT Risk Management
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  短期間で内部統制に必要な文書を整備することができます。

  ポイントを抑えた効率的な統制で、効果的な内部統制を実現することができます。

  内部統制の有効性を継続的に向上させることができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、会社法やJ-SOX等の内部統制のうち、IT統制の整備・運用に関わる手法を提供します。具体的には、内

部統制整備で求められる必要なドキュメントのテンプレートや、内部統制の有効性を継続的に評価・改善する手法やノウハ

ウを提供します。これらテンプレートを適用することで、短期間で抜け漏れのないIT統制を整備・運用することが可能とな

ります。

業務記述書

業務フロー図

手作業

タイプ 不正
規程・マニュアル システム名 実施部署 実施者 頻度 証憑・

資料重要性
自動 防止的 発見的

会社の内部統制手続内部統制目標 リスク 内部統制目標詳細 内部統制手続内部統制
手続きNo

業務
フローＮo

情報システムセキュリティ
管理要領

【セキュリティ管理】
情シ部の責任者は、「情報システムセ
キュリティ管理要領」および「情報シス
テムセキュリティガイドライン」を策定
し、経営者の承認を得ている。情報セ
キュリティに関する権限は、情報システ
ム部長に委譲されている。ただし定期的
に見直しは行っていない。

データの不正使用、開
示、変更、破損または損
失を防ぐために、財務報
告に関連するシステム
は、適切に保護され、合
理的な保証を提供する。

不正アクセスを防止す
るシステムセキュリ
ティ機能（アクセス権の
承認、ユーザ認証、モニ
タリング等）に不備があ
る場合、情報の不適切な
使用が生じ、財務報告に
重大な影響を与えるお
それがある。

【セキュリティポリシー】
情報セキュリティの管理に、適
切に経営トップが関与し、ビジ
ネスからの要求と実際の対策が
整合している

【セキュリティポリシー】
全社的なセキュリティの基本方針
が定められ、経営者・管理者に承認
されている。また、基本方針は定期
的に見直される。 情シ部 責任者○ ー ー ー○ ○C-APD1-1 P-APD1-A

【ITセキュリティ標準】
ビジネスからの要求、IT構成、情
報リスク対策計画、情報セキュ
リティ風土をもとに、全社の情
報セキュリティ計画を取り纏め
ている

【セキュリティ標準】
リスク分析およびセキュリティレベル
の基準を定めた全社的なセキュリティ
標準は存在しない。

【ITセキュリティ標準】
セキュリティに関する全社的なリ
スク分析に基づき、セキュリティの
標準が作成され経営者・管理者の承
認を受ける。セキュリティ標準はIT
環境の変化やリスクの変化に伴い
再検討される。

○ なし ー 情シ部 責任者 ー ー× ○C-APD1-2 なし

・ＹＹＹグループ電子認証シス
テム運用マニュアル
・YYYグループ電子認証システ
ム利用マニュアル
・ERPシステムユーザ管理・権
限管理マニュアル

ＹＹＹグルー
プ電子認証シ
ステム、SAP
ユーザ認証シ
ステム

情シ部
YYYG、
管理G

【YYYグループ社員のユーザアカウント
の付与（全社アプリケーション）】
社員の入社・異動・退職の際は、人事マス
ターが変更され、それが各アプリケー
ションのアクセス権に自動的に反映さ
れる。

【ユーザアカウントの管理】
一般ユーザ及び特権ユーザのア
カウント登録依頼、登録、発行、
一時中断、変更、使用中止などの
ユーザアカウント管理方法が明
確になっている

【権限付与】
ユーザにアクセス権限を付与する
ための手続きが規定されており、適
切な管理者の承認により権限が付
与される。

○ 担当者 発生都度 ー○ ○C-APD1-6 P-APD1-C

・ＹＹＹグループ電子認証シス
テム運用マニュアル
・YYYグループ電子認証システ
ム利用マニュアル
・ERPシステムユーザ管理・権
限管理マニュアル

ＹＹＹグルー
プ電子認証シ
ステム、SAP
ユーザ認証シ
ステム

情シ部
YYYG、
管理G

【ユーザ認証】
「YYYグループ電子認証システム運用マ
ニュアル、利用マニュアル」に従い、ユー
ザＩＤ／パスワードによる認証メカニ
ズムを通じて、アプリケーションやデー
タへのアクセス権を制限している。

【ユーザ認証】
システム（ＯＳやＤＢＭＳ、アプリ
ケーションなど各階層を含む）への
アクセスは、認証メカニズム（ユー
ザＩＤ/パスワード等）により、制限
されている。

責任者 発生都度 ー○ ○ ○C-APD1-4 P-APD1-B

【ユーザ認証と権限付与】
システムにアクセスしたユーザ
を個人レベルで認識可能とし、
システム及びデータへのユーザ
アクセス権限を業務規程や職務
規定と整合させて付与している

・ＹＹＹグループ電子認証シス
テム運用マニュアル
・YYYグループ電子認証システ
ム利用マニュアル
・ERPシステムユーザ管理・権
限管理マニュアル

【ユーザ権限】
「YYYグループ電子認証システム運用マ
ニュアル、利用マニュアル」に従い、組
織・役割に応じてユーザのグループ分け
を行い、アクセス権を設定している。

【ユーザ権限】
ユーザのアクセス権限（プロファイ
ル、グループ、ロール等）が職務権限
に応じ設定される。

ＹＹＹグルー
プ電子認証シ
ステム、SAP
ユーザ認証シ
ステム

情シ部
YYYG、
管理G

責任者 発生都度 ー○ ○ ○C-APD1-5 P-APD1-B

情報システムセキュリティ
管理ガイドライン

情シ部
システム
管理G

【セキュリティの設定】
「情報システムセキュリティガイドライ
ン」に基づき、個別のセキュリティ設定
に関する文書（ネットワークセキュリ
ティ管理、アクセス権限管理等）が作成
され、それにより設定が行われている。

【システム設定】
セキュリティに関わる各種のシス
テム設定は、セキュリティ標準に準
拠して行われる。

○ ー 責任者 発生都度 ー× ○C-APD1-3 P-APD1-B

リスクコントロールマトリクス

内部統制（IT統制）　

NRI内部統制 文書化3点セット

プロジェクト組成

1.マスタープラン策定

・文書化作業の効率化
を視野に入れた計画

・構築だけでなく効率
的・効果的運用を視
野に入れた計画

・オベリスク、会社法
など関連法規制への
統合的対応

・マスタープラン策定

リスク抽出／
統制の文書化

2.リスク抽出／
 統制の文書化
・効率的文書化方法検
討

・文書化内容のクオリ
ティチェック

・進捗状況管理などの
PMO

・リスクの抽出
・リスクへの対応策（統
制）の検討

統制の改善

3.統制の改善

・統制改善計画策定
・個別統制不備に対す
るITソリューション
実装

・全社的改善活動の
PMO

・設計面・運用面の有効
性評価
・統制不備の改善

運用

5.CSA

・現場での統制改善活
動（CSA）の業務設計

・CSAの定着

・増大する内部監査業
務の効率的運用
・統制レベルの継続的
改善

内部統制
全般への発展

・他コンプライアンス
との統合管理

4.IT全般統制

・ITガバナンスにおける豊富なコンサルティング
ノウハウを活用

・既存メソッドや規制との関係を整理した統合的
管理

6.内部統制

・増大する内部監査業務の再設計
・証拠・証跡の効率的管理システム構築
・統合的リスク管理システムの構築、経営サイク
ルへの定着

内部統制の整備から運用・改善まで

の各フェーズにおける実施内容と施

策のテンプレート

内部統制の
発展段階と実施内容

リスクコントロールマトリクス（RCM）、IT統制に関わる業務フロー図、業務記述書のテンプレート

（活用する代表的な手法）
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情報セキュリティ管理

  現状の情報セキュリティ対策レベルを可視化し、潜在リスクを把握することができます。

  短期間で情報セキュリティに関わる規程・基準を整備・統合することができます。

  情報セキュリティ対策レベルを継続的に向上することができます。

利点・期待効果 

本メソドロジでは、情報セキュリティに関わる各種標準を提供します。具体的には、ISMSをベースとした、情報セキュリ

ティ管理の標準ポリシー /ガイドラインや、技術対策の実装に向けた情報セキュリティ対策基準等を提供します。

また、情報セキュリティのPDCAサイクル確立に向けた、アセスメントシートやセキュリティ対策レベルのスコアリング基

準等を提供します。これらテンプレートを適用することで、継続的且つ網羅的な情報セキュリティ対策の強化を図ることが

可能となります。

規程体系規程体系

why
要領

（何を、何故）

how
マニュアル 等（手順書 等）

（誰が、何を、どうする：実装ベース＊）
＊特定のシステム環境もしくは、製品や
個別業務に応じたあるべき対策を記載

what
標準 等（ガイドライン、標準 等）

（誰が、何を、どうする：基準ベース＊）
＊特定のシステム環境や製品や業務に
依存しないあるべき対策を記載

情報資産

情
報
シ
ス
テ
ム
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
機
密
情
報
、
電
子
媒
体
、
機
器
、
紙
媒
体…

過失による情報の改ざん

悪意による情報の改ざん

過失による情報漏洩

悪意による情報漏洩

過失による
システムの停止、損傷

悪意による
システムの停止、妨害

自然災害等による
システムの停止、障害

機
密
性

機
密
性

完
全
性

可
用
性

可
用
性

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
教
育
サ
ー
ビ
ス

脆
弱
性
検
査
／
監
査
サ
ー
ビ
ス

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
イ
ン
シ
デ
ン
ト
対
応（
Ｃ
Ｓ
Ｉ
Ｒ
Ｔ
）

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス

ロ
グ
の
取
得
サ
ー
ビ
ス

デ
ー
タ
の
秘
匿（
暗
号
化
）サ
ー
ビ
ス

ア
ク
セ
ス
制
御
サ
ー
ビ
ス

利
用
者
認
証
サ
ー
ビ
ス

サ
ー
バ
ホ
ス
テ
ィ
ン
グ（
Ｈ
Ａ
）

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
管
理
サ
ー
ビ
ス

ウ
イ
ル
ス
対
策
ソ
フ
ト

ウ
イ
ル
ス
侵
入
監
視
サ
ー
ビ
ス

不
正
侵
入
検
知
サ
ー
ビ
ス

メ
ー
ル
管
理
サ
ー
ビ
ス

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
サ
ー
ビ
ス（
社
内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、Ｒ
Ａ
Ｓ
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
な
ど
）

デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
サ
ー
ビ
ス

（
入
退
室
管
理
、コ
ン
テ
ィ
ン
ジ
ェ
ン
シ
ー
プ
ラ
ン
な
ど
を
含
む
）

人的対策 物理的
対策技術的対策 想定される

脅威

要領・標準・マニュアルに層別化された規程体系、及び 各規

程にて整備すべき事項、及び 文書のテンプレート

情報セキュリティ管理規程体系

想定される脅威に対す

る具体的な対策の一覧

集（人的対策・技術的

対策・物理的対策に分

けて整理）

情報
セキュリティ
対策集

（活用する代表的な手法）



ITリスク管理
IT Risk Management

33

被災事象が業務に及ぼす評価指標を設定
評価項目

1.金銭的影響

2.法律・規制上の影響

3.顧客への影響

4.株主への影響

5.委託先への影響

6.従業員への影響

7.レピュテーション上の影響

8.会社運営上の影響

9.社会的影響

損失額

法規制に抵触リスク

損失額

株式価値変動の可能性

損失額

損失額

業務の性質

業務の性質

業務の性質

定量的

定性的

定量的

定性的

定量的

定量的

定性的

定性的

定性的

判断の根拠

～4時間

4～24時間

24～3日

3日～1週間

1週間～1ヶ月

1ヶ月以上

被災レベル
低

被災レベル 業務停止時間

Level 6

Level 5

Level 4

Level 3

Level 2

Level 1

被災レベル
高

「業務停止時間」をもとに被災レベルを設定

業務優先順位を決定

東証
内外債店頭取引
債券小口取引
為替取引
債券取引
プライシング（スワップ）
為替取引
外部情報
マーケットインディケーション
為替レート照会
銘柄照会（登録・照会）
海外委託取引

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

24時間

1週間

1ヵ月

優先順位
高

優先順位
低

区分 業務 復旧
目標時間

業務毎に被災による影響をスコアリング

C

B

B

B

B

A

B

B

A

B

B

B

C

B

B

B

C

B

C

B

B

NO

NO

NO

NO

YES

YES

C

A

A

９.

社
会
的
影
響

８.

会
社
運
営
上
の
影
響

７.

レ
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
上
の
影
響

６.

従
業
員
へ
の
影
響

５.

委
託
先
へ
の
影
響

４.

株
主
へ
の
影
響

３.

顧
客
へ
の
影
響

２.

法
律
的
影
響

１.

金
銭
的
影
響

復
旧
目
標
時
間

Level 1

Level 2

Level 3

○
○
業
務

IT-BCP

  災害発生時に優先復旧させるITサービスを明確にすることできます。

  災害発生時の各組織の役割や復旧に向けた対策・手順を明確にすることができます。

  定期訓練・テストを通じて、災害発生時のIT要員の動きを慣熟させることができます。

利点・期待効果

本メソドロジでは、地震やパンデミック等のディザスター環境下において、必要なITサービスの提供を継続させる、又は 早期

復旧するのに必要な手法やテンプレートを提供します。具体的には、重要なITサービスの特定方法や、ITサービス継続計画書

や復旧手順書等、災害発生時に利用する各種ドキュメントのテンプレートを提供します。これら手法・ノウハウを活用するこ

とで、効果的なITサービス継続計画を短期間で策定・導入することが可能となります。

業務フロー チェックリスト

（活用する代表的な手法）

ITサービスの重要性判定
業務停止に伴い、各業務がどの程度影響を受けるのかを９つの視点より分析し、業務毎の重要性を定義した上で、被災時の

目標復旧時間（RTO）や目標復旧ポイント（RPO）を決定する手法

1日目（当日）

Ｄ
Ｒ
発
動

フ
ェ
ー
ズ

被
害
状
況
把
握

フ
ェ
ー
ズ

暫
定
復
旧

フ
ェ
ー
ズ

本
格
復
旧

フ
ェ
ー
ズ

2日目（翌日） 2日目以降
災害発生

災害発生から復旧までを４つのフェーズに分け、各フェー

ズにおける復旧業務フローやチェックリスト、実際の災害

対策本部にて使用する各種テンプレート

ITサービス継続計画のテンプレート
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